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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第18期

第１四半期
累計期間

第17期

会計期間
自 2021年10月１日
至 2021年12月31日

自 2020年10月１日
至 2021年９月30日

売上高 (千円) 279,855 1,001,290

経常利益 (千円) 62,571 230,936

四半期（当期）純利益 (千円) 44,527 156,416

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) ― ―

資本金 (千円) 78,400 78,400

発行済株式総数 (株) 968,000 968,000

純資産額 (千円) 296,304 300,176

総資産額 (千円) 622,672 730,274

１株当たり四半期（当期）純利益 (円) 46.00 161.59

潜在株式調整後
１株当たり四半期（当期）純利益

(円) ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ―

自己資本比率 (％) 47.6 41.1

(注)１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　 ２．当社は2021年９月期第１四半期累計期間については財務諸表を作成していないため、2021年９月期第１四半

期累計期間の数値については記載しておりません。

３．当第１四半期累計期間期首より新収益認識基準の適用をしており、適用後の指標等になっています。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、新株予約権の残高がありますが、当社株式は非上場

　 であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、新規上場申請のための有価証券報告書に

記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況分析は、当社の財務諸表に基づいて実施されております。当社の

財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。

　財務諸表の作成に当たっては一部に見積もりによる金額を含んでおりますが、見積もりにつきましては、過去実績や

状況に応じ合理的と考えられる要因等に基づいており、妥当性についての継続的な評価を行っております。しかしなが

ら、見積もり特有の不確実性があるため、実際の結果はこれらの見積もりと異なる可能性があります。

　当社は、人材開発事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

　本項に記載した将来に関する事項は、本書提出日現在において当社が判断したものであります。

（１）財政状態及び経営成績の状況

　当第１四半期累計期間の売上高は279,855千円、売上総利益は192,814千円となりました。これはエグゼクティブコー

チング、1on1導入支援等の１対ｎでのビジネスコーチングサービス、及び動画サービスの引き合いが好調に推移したこ

とによります。

　販売費及び一般管理費は129,858千円となりました。これは主に、業務拡大に伴う人件費の増加よるものであります。

　この結果、営業利益は62,956千円、経常利益は62,581千円、四半期純利益は44,527千円となりました。

　当第１四半期累計期間末の総資産は622,672千円となりました。流動資産は571,346千円となりました。これは主に、

現金及び預金が107,196千円減少、売掛金が17,396千円増加、その他流動資産が4,722千円減少したこと等によるもので

あります。また、固定資産は49,397千円となりました。これは主に、繰延税金資産が7,875千円減少したこと等によるも

のであります。繰延資産は1,928千円となりました。

　当第１四半期末の負債合計は326,367千円となりました。流動負債は222,527千円となりました。これは主に、契約負

債が81,388千円増加し、買掛金が6.969千円、未払法人税等が74,777千円、前受金が83,928千円、賞与引当金8,630千円

減少したこと等によるものであります。また、固定負債は103,840千円となりました。これは主に、長期借入金が5,819

千円減少したことによるものであります。

　当第１四半期末における純資産は296,304千円となりました。これは、繰越利益剰余金が2剰余金の配当で48,400千円

減少し、四半期純利益で44,527千円増加したことによるものであります。

（２）キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期累計期間末における現金及び現金等価物（以下、「資金」という。）は、前事業年度末と比べて107,196

千円減少し、391,704千円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期累計期間に支出した資金は43,516千円になりました。これは主に四半期税引前利益で62,581千円、契約

負債の増加で81,388千円の資金を獲得した一方で、売掛金の増加で17,396千円、前受金の減少で83,928千円、賞与引当

金の減少で8,630千円、法人税等の支払いにより84,955千円の資金を使用したことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期累計期間に使用した資金は9,561千円になりました。これは主に無形固定資産の取得9,561千円によるも

のです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期累計期間に支出した資金は54,119千円になりました。これは主に、長期借入金の返済で5,819千円、剰余

金の配当で48,300千円の資金を使用したことによるものです。
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（３）経営方針及び経営戦略等

　当第１四半期会計期間における我が国の経済は、コロナ禍が継続して対面サービスや移動サービスに関わる事業に大

きな打撃を与える一方で、インターネットを活用したサービスや関連機器等の需要は高まり、業種・業態により景気が

２極化した状態が継続しているものの、新型コロナウイルス感染症の「第５波」が収束して緊急事態宣言も解除された

ことから、総じて景気は回復基調にありました。しかしながら、年末から新型コロナウイルスの変異株であるオミクロ

ン株の感染拡大の兆しが現れ、今後の見通しを不透明なものにしております

　人材開発領域においては、コロナウイルス感染症の影響でテレワークが急速に普及したことにより、事業活動におけ

るマネジメント上の課題の増加と社内コミュニケーションの質と量の変化に対処するための施策が注目されておりま

す。テレワーク環境が２年間継続したことにより、コミュニケーションの悪化に伴う従業員の離職やメンタルヘルスに

関わる課題が顕在化し始め、マネジメント及び社内コミュニケーションの改善は更に重要性を増しております。

　また、業種・業態により経営環境が悪化し、企業の立て直しや更なる成長のために、従業員のエンゲージメントを高

め、組織力を強化する対策へのニーズも高くなっております。

　この課題に対して有効な対策となる1on1ミーティングについて、新規導入や導入済の仕組みの高度化といったニーズ

は高いまま推移しております。また、単に研修を行って従業員を教育するだけでなく、1on1を習慣化し、定着させるこ

との重要性も認識されて参りました。

　当社は、顧客に対して、フェーズ１「気付き」、フェーズ２「実践」、フェーズ３「継続・定着」というトータルソ

リューションとしてサービス提供できるようにサービスラインナップの整備やコーチの拡充等を行うと同時に、1on1に

よる従業員の行動変容を「見える化」をするためのサービス開発を行っております。

　テレワークによる事業活動は、日本国内においてコロナ禍が収まっても元に戻ることはない重要な変化と考えており、

1on1による従業員の行動変容の「見える化」を実現して当社のサービスの効果を客観的に示すことが出来れば、当社サ

ービスは引き続き成長が見込まれるものと考えております。

(４) 生産、受注及び販売の実績

　第18期第１四半期累計期間（自 2021年10月１日 至 2021年12月31日）

　当社の生産実績、受注実績、販売実績および重要な主要顧客に関する情報は、次のとおりであります。

　a. 生産実績

セグメントの名称 生産高(千円)

人材開発事業 85,918

合計 85,918

(注) １．金額は、製造原価によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　b. 受注実績

セグメントの名称 受注高(千円) 受注残高(千円)

人材開発事業 286,383 438,149

合計 286,383 438,149

(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　c. 販売実績

セグメントの名称 販売高(千円)

人材開発事業 279,855

合計 279,855

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期累計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 4,000,000

計 4,000,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2021年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年９月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 968,000 968,000 非上場

完全議決権株式であり、権利内
容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式であり、単元
株式数は 100 株であります。

計 968,000 968,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2021年12月31日 ― 968,000 ― 78,400 ― 36,000

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2021年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ―

議決権制限株式(その他) ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式
968,000

9,680

完全議決権株式であり、権利内容に
何ら限定のない当社における標準と
なる株式であり、単元株式数は100株
であります。

単元未満株式 ― ―

発行済株式総数 968,000 ― ―

総株主の議決権 ― 9,680 ―
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２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

２ 監査証明について

　当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第216条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２

第１項の規定に準じて、第１四半期会計期間(2022年１月１日から2021年12月31日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

３ 四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。

４ 最初に記載する四半期報告書への記載上の特例について

　最初に提出する四半期報告書は「企業内容等開示ガイドライン24の４の７－６」の規定に準じて前年同四半期との

対比は行っておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(2021年９月30日)

当第１四半期会計期間
(2021年12月31日)

資産の部

　流動資産

　 現金及び預金 498,900 391,704

　 売掛金 132,885 150,281

　 仕掛品 10,315 9,103

　 貯蔵品 　 541 39

　 その他 24,939 20,217

　 流動資産合計 667,582 571,346

　固定資産

　 有形固定資産

　 建物 7,619 7,619

　 減価償却累計額 △5,147 △5,422

　 建物（純額） 2,471 2,197

　 工具・器具及び備品 3,560 3,560

　 減価償却累計額 △3,463 △3,480

　 工具・器具及び備品（純額） 96 80

　 有形固定資産合計 2,568 2,276

　 無形固定資産

　 ソフトウェア 34,827 34,757

　 その他 2,220 ―

　 無形固定資産合計 37,047 34,757

　 投資その他の資産

　 出資金 60 60

　 長期前払費用 614 552

　 繰延税金資産 15,842 7,967

　 その他 4,450 3,783

　 投資その他の資産合計 20,968 12,363

　固定資産合計 60,584 49,397

　繰延資産

　 社債発行費 2,107 1,928

　繰延資産合計 2,107 1,928

　資産合計 730,274 622,672
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(単位：千円)

前事業年度
(2021年９月30日)

当第１四半期会計期間
(2021年12月31日)

負債の部

　流動負債

　 買掛金 32,780 25,810

　 １年内償還社債 20,000 20,000

　 １年内返済長期借入金 24,420 24,420

　 未払法人税等 84,955 10,178

　 前受金 　 83,928 ―

　 契約負債 ― 81,388

　 賞与引当金 18,470 9,840

　 その他 55,883 50,890

　 流動資産合計 320,438 222,527

　固定負債

　 社債 40,000 40,000

　 長期借入金 68,879 63,060

　 その他 780 780

　 固定負債合計 109,659 103,840

　負債合計 430,097 326,367

純資産の部

　株主資本

　 資本金 78,400 78,400

　 資本剰余金 36,000 36,000

　 利益剰余金 185,776 181,904

　 株主資本合計 300,176 296,304

　純資産合計 300,176 296,304

負債純資産合計 730,274 622,672
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(2) 【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

(単位：千円)

当第１四半期累計期間
(自 2021年10月１日
至 2021年12月31日)

　売上高 279,855

　売上原価 87,040

　売上総利益 192,814

　販売費及び一般管理費 129,858

　営業利益 62,956

　営業外収益

　 受取利息 0

　 受取配当金 27

　 営業外収益合計 27

　営業外費用

　 支払利息 161

　 長期前払費用償却 61

　 社債発行費償却 179

　 営業外費用合計 402

　経常利益 62,581

　税引前四半期純利益 62,581

　法人税、住民税及び事業税 10,178

　法人税等調整額 7,875

　法人税等合計 18,053

　四半期純利益 44,527
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

(収益認識に関する会計基準等の適用)

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を当第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又

はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしました。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、当第１四半期会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累精的影響額を、当第１四半期会

計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　この結果、収益認識会計基準等の適用により、当第１四半期累計期間の損益及び利益剰余金の当期首残高に与え

る影響はありません。

　収益認識会計基準等を適用したため、前事業年度の貸借対照表において「流動負債」に表示していた「前受金」

は、当第１四半期会計期間より「契約負債」に含めて表示することとしました。

　なお、収益認識会計基準第89－2項に定める経過的な取扱いに従って、前事業年度について新たな表示方法により

組替えを行っておりません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第30号 2019年7月4日。以下「時価算定会計基準」という。)等を

当第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」(企業会計基

準第10号 2019年7月4日)第44-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針

を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期財務諸表に与える影響はありません。

（追加情報）

　新規上場申請のための有価証券報告書の（追加情報）に記載した新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計

上の見積りの仮定について、重要な変更はありません。
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(四半期貸借対照表関係)

当座貸越契約

　 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、金融機関と当座貸越契約を締結しております。

　 当座貸越契約に関わる未実行残高は次の通りであります。

前事業年度

（2021年９月30日）

当第１四半期会計期間

(2021年12月31日)

　当座貸越極度額 　 50,000千円 　 50,000千円

　貸出実行残高 ― 〃 ― 〃

　差引額 　 50,000千円 　 50,000千円
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(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、 第１四半期累計期間に係

る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、 次のとおりであります。

当第１四半期累計期間

　(自 2021年10月１日

　至 2021年12月31日)

減価償却費 5,011千円
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(株主資本等関係)

当第１四半期累計期間(自 2021年10月１日 至 2021年12月31日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年12月20日
定時株主総会

普通株式 48,400 50 2021年９月30日 2021年12月21日 利益剰余金

２ 基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当第１四半期累計期間（自 2021年10月１日 至 2021年12月31日）

当社は、人材開発事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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(収益認識関係)

　 （単位：千円）

当第１四半期会計期間

（2021年12月31日）

１対ｎ型サービス 176,182

１対１型サービス 77,623

その他サービス 26,049

顧客との契約から生じる収益 279,855

その他の収益 ―

合計 279,855

（注）当社は、人材開発事業の単一セグメントでありますが、顧客との契約から生じる収益を提供するサービス

型に分解した情報を記載しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当第１四半期累計期間
(自 2021年10月１日
　至 2021年12月31日)

１株当たり四半期純利益 46円00銭

(算定上の基礎)

四半期純利益(千円) 44,527

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式に係る四半期純利益(千円) 44,527

普通株式の期中平均株式数(株) 968,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前事業年度
末から重要な変動があったものの概要

―

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、新株予約権の残高がありますが、当社株式は非上場であ

り、期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

　 該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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